
 

 

 

 

 

 

令和５年度 見附市更正図分合筆加除修正等業務委託 
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 （目的） 

第１条 本業務は、見附市保有の更正図マイラー原図（以下「更正図」とい

う。）に、土地登記済み通知書等（以下「異動通知書」という。）の内容によ

り分合筆の加除修正等異動処理を行い、固定資産税の課税資料として維持・管

理することを目的とする。 

（業務指示及び監督） 

第２条 本業務の実施に際しては、業務委託単価契約書及び本仕様書によること

とし、本業務受託者は、当該契約に基づき見附市（以下「委託者」という。）

と密接な連絡をとり、その指示及び監督を受けなければならない。 

 （関係法令等） 

第３条 受託者は本業務の実施にあたり、契約書、本仕様書及び以下に掲げる関

係法令等を遵守しなければならない。 

（１）地方税法（昭和２５年法律第２２６号）  

（２）不動産登記法（明治３２年法律第２４号）  

（３）測量法（昭和２４年 法律第１８８号）  

（４）航空法（昭和２７年 法律第２３１号）  

（５）公共測量作業規定  

（６）固定資産評価基準（地方税法第３３８条第１項） 

（７）不動産鑑定評価に関する法律  

（８）見附市財務規則  

（９）見附市個人情報保護条例  

（10）その他関係法令等 

（疑義） 

第４条 本仕様書について疑義が生じたときは、受託者は、委託者と協議し、そ

の指示に従わなければならない。 

（貸与資料） 

第５条 委託者は、本業務に必要な資料として、次の資料を受託者に貸与する。 

（１）見附市更正図マイラー原図（１／５００・１／６００）     １式 

（２）令和４年中の土地登記済み通知書               １式 



（３）更正図修正指示資料                     １式 

（４）地籍調査成果図及び地籍簿（図：ＳＩＭＡデータ・帳簿：Ｅｘｃｅｌ等） １式 

（５）その他本業務に必要な資料                  １式 

２ 受託者は、貸与資料の管理取扱には十分注意し、作業完了後又は委託者が必

要とする場合は、直ちに返納しなければならない。 

（業務管理） 

第６条 受託者は、本業務の遂行に際し、品質維持及び精度管理を図る観点か

ら、業務に従事する技術者として、次の者を配置しなければならない。 

（１）主任技術者 測量士の資格を有し、更正図及び固定資産税関連業務に精通

した者とし、当該者の業務経歴書、資格者証の写し及び常勤社員（６か月以

上）であることを証明する写しを完了届に添付すること。 

（２）照査技術者 不動産鑑定士の資格を有し、不動産に関する法律、登記関連

及び固定資産税に関する業務に精通した者を配置すること。 

（３）文書情報管理士（１級以上） 個人情報、貸与資料等の保護管理責任者と 

  して１名以上配置すること。 

２ 前各号にあげる従事者は当該業務経歴書、資格者証の写し及び常勤社員（１ 

 年以上）であることを証明する写し（健康保険証等）を常務受注時に提出し委 

 託者の承認を得てから業務を実施すること。 

３ 前各号にあげる者以外の従事者についても、本業務の知識又は技術を有する

者を配置するものとする。 

（損害賠償） 

第７条 受託者は、本業務において生じた事故等により委託者又は第三者に損害

を与えた場合には、その一切の責を負うものとし、その経過を委託者に報告す

るものとする。 

（貸与資料管理・情報セキュリティ） 

第８条 受託者は、本業務において委託者から貸与された業務関係資料及び業務

上取得した個人情報等について、破損、滅失、漏洩等が発生しないよう管理し

なければならいものとし、当該リスクに関して合理的な安全対策を講じるた

め、情報セキュリティ規格（ＪＩＳ Ｑ １５００１又はＪＩＳ Ｑ ２７０



０１（ＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１））に適合した体制を確立していなければ

ならない。 

（秘密の保持） 

第９条 受託者は、業務上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

２ 受託者は、成果品を第三者に閲覧、貸与等してはならない。 

（成果品の品質保証） 

第１０条 作業完了後、受注者の過失又は疎漏に起因する不良箇所が発見された

場合は、受託者の負担において、速やかに補足、訂正その他の必要な作業を行

うものとする。 

（工期） 

第１１条 本業務の工期は、契約締結日より６０日間とする。 

（業務概要） 

第１２条 本業務の作業内容は、次のとおりとする。 

（１）計画準備 

（２）資料借用及び異動通知書等資料の整理 

（３）更正図分合筆加除修正 

（４）地籍調査に伴う新図作成 

（５）地籍調査成果に伴う旧図閉鎖作業 

２ 本業務の作業数量（想定）は、次のとおりとする。 

（１）分合筆等の異動筆数（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日まで） 

  １，１００筆 

（２）地籍調査成果区域：第７，８－１計画区 

  ア 面積：約０．３２ｋ㎡ 

  イ 筆数：約１，７００筆 

（３）地籍調査に伴う新図作成 

  ア サイズ：Ａ１判 

  イ 枚数：１５枚 

（計画準備） 

第１３条 受託者は、見附市市民税務課保有の更正図等課税資料を掌握したうえ



で、資料の収集整理、作業管理、作業手順等について、担当者と協議・打合せ

を行い、作業計画の立案を行うものとする。 

（資料借用及び異動通知書の整理） 

第１４条 受託者は、委託者指定場所において、更正図及び異動通知書の借用作

業を行い、貸与された異動通知書の数量を確認し、各資料の「左余白」部分に

一連番号を記入し、大字（町丁）単位での整理を行い、異動処理作業の準備を

行う。 

（更正図の分合筆加除修正） 

第１５条 分類・整理した異動通知書のうち異動処理を行うものは、次の登記事

項等とする。 

（１）分筆（原寸・比例） 

（２）合筆 

（３）表示登記（原寸・比例） 

（４）地図訂正 

（５）地番変更 

（６）誤謬訂正 

（７）抹消登記 

（８）訂正資料による修正 

（９）行政区域の変更による町名及び町界図変更 

２ 異動処理作業の注意事項は、次のとおりとする。 

（１）異動処理は、必ず異動通知書に付した一連番号順に行う。 

（２）新規分筆の線は、太さ３～４号線（０．１５～０．２０㎜）とし、交点、 

  接合部分の線引き処理は、過不足のないようにする。 

（３）地番は、算用数字（レタリング）で既存の各図面の地番と同等のポイント

数で記入する。 

（４）新規分筆の地形が小さく親番号を記入するスペースがない場合には、同一

親地番内余白部分に枝番を引き出し、矢印にて表示する。 

（５）その他不明な点、疑問点の生じたものについては、委託者の指示に従い修

正処理する。 



３ 異動処理できなかった異動通知書の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）異動処理が不可能な異動通知書及び該当する各筆については、該当大字

（町名）地番・処理不能の原因を記載し、異動通知書及び該当地図の写し等

を付し委託者に報告すること。 

（２）委託者に報告後、異動処理指示が得られたものについては、速やかに指示

に従い修正を施し、次に掲げるもの等の未処理物件については、「分合筆未

処理報告書」として、異動通知書番号及び該当する筆の所在地番を記入し提

出する。 

  ア 評価原図なし 該当図のないもの（未作成等） 

  イ 地番なし 該当図に地番がないもの 

  ウ 地形合わず 通知書等の地形図及び測量図と原図が一致しないもの 

  エ 地形図なし 通知書等に地形図または測量図のないもの 

  オ その他 枝番等が不明なもの、圃場整備等の閉鎖地区に生じた異動及び

資料の不備なもの 

４ 異動処理後の異動通知書の処理は、次のとおりとする。 

（１）異動処理済の通知書等には、指定の処理済印を表題部の「右下余白」へ押 

  す。 

（２）異動処理の作業完了後、一連番号に基づき元の簿冊単位に整理を行う。 

（地籍調査に伴う新図作成） 

第１６条 地籍調査に伴う成果資料（ＳＩＭＡデータ等）をもとに、大字ごとに

編集を行った新図の作成を行うものとする。 

  〔縮 尺〕１：５００ 

  〔規 格〕Ａ１判 

  〔その他〕テープボード・インデックス取付 

（地籍調査成果に伴う旧図閉鎖作業） 

第１７条 閉鎖作業は、地籍簿により現更正図の対象筆界・地番のチェックを行

い、閉鎖筆範囲を特定しハッチング処理を行うものとし、閉鎖事由を表記する

ものとする。なお、筆界・地番チェックを行った結果、現更正図マイラーが全

域閉鎖されるものについては、処理を行わず抜き取り、委託者へ返納する。ま



た、閉鎖処理された更正図は、図面番号、閉鎖種類等を報告書に記載するもの

とする。 

（作業報告） 

第１８条 本業務の作業完了後に作業報告書を作成するものとする。なお、本業

務は作業項目ごとの委託単価契約とする。 

（更正図等の納入） 

第１９条 異動処理が完了した更正図を所定の保管場所（マップロッカー）へ収

納し納品とする。 

（納入成果品） 

第２０条 納入成果品は、次のとおりとする。 

（１）異動処理済更正図マイラー原図（旧図閉鎖処理含む）      １式 

（２）地籍調査に伴う新図作成                   １式 

（３）作業報告書（分合筆未処理報告書含む）            １式 

（４）異動通知書                         １式 

 


